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 近い将来に目を向ければ，わが国には今後 30 年間の発生可能性が 50％以上とも言われる東海・
東南海・南海地震の脅威が控えている．東海・東南海・南海地震が同時に発生した場合の最悪の
被害は，死者数 24,700 名，全壊・全焼家屋数 940,200 棟と想定されている 4)．これらのプレート
境界型地震は，周期的に発生する性質を持つものであり，最後に発生した 1946 年の昭和南海地震
では，1,330 名が死亡したと推定されている 5)．しかしながら，一人ひとりの個人にとってはこれ






防災政策の潮流でもある．例えば，2005 年 1 月に神戸で開催された国連世界防災会議で採択され
た「兵庫行動枠組 2005-2015」6)の全体テーマには「災害に強い国・コミュニティづくり」が掲げ
られ，災害リスク低減（disaster risk reduction）のための事前の努力，および災害対応能力の開発
（capacity building）に主眼が置かれている．またここ数年，インド洋地震・津波（2004 年 12 月），









































                                                          











































                                                          






































                                                          
4 Ronan によると，保険の購入もミチゲーションに分類されるが，近年では個別に分類されることが多い． 
10 
によると「備え」は，災害発生以前（事前）に，（1）人々が適正なリスクを覚知しており，どの
ような事態が起こるか予想できていること（to be aware the risk and anticipate what problems are 
likely to occur），（2）被害を減らす方法を整備すること（to develop appropriate strategies），（3）そ
































 本論文は，全 7 章から構成される．以下に第 2 章以降の内容を説明する．（図 1.1 参照） 
























 第 4 章，第 5 章における実践の対象地域は，愛知県名古屋市の東山小学校区，および防災 NPO
（特定非営利活動法人）であるレスキューストックヤードである． 























 第 6 章における研究のフィールドは，2004 年 9 月に発生した紀伊半島沖地震後の和歌山県日高
郡印南町，および愛知県幡豆郡吉良町の 2 町である． 
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5 地域知（ローカルノレッジ）については，第 3 章で詳述する． 




 Mileti and Fitzpatrick8)は，米国カリフォルニア州において，地震の予知情報に対する地域住民の
心理的反応を住民のデモグラフィック属性で説明する回帰モデルを実証的に分析し，「災害リスク







































































                                                          








































































































第 6 章で述べる事例は，この考え方に基づいた災害リスクコミュニケーション手法の実践である． 
 
 
a. 低頻度大規模災害に対する備え b. 小さな災害のサイクルを利用した備え 
























2.4.3 PDCA マネジメントサイクルと災害リスクコミュニケーション 
 PDCA マネジメントサイクル（以下，PDCA サイクルと呼ぶ）は，産業における生産業務プロ
セスを最適化するためのマネジメントサイクルとして，第二次世界大戦後に Shewhart と Deming
によって提唱された 21)．そのサイクルとは，プロセスの管理者は「Plan（計画）→Do（実施）→











て，防災計画に応用した PDCA の各段階を提案した（表 2.1 右）． 
 
表 2.1 PDCA サイクルの各段階 
 提唱者らの PDCA サイクル（Aguayo21)） 防災計画への応用（岡田 23)） 
Plan 改善を試みる修正点を計画すること 政策・対応変更のための計画（案）づくり
Do 小規模の修正を遂行すること 政策・対応の（仮）導入 
Check 結果を観察すること 現状観察・診断 








るいは地域コミュニティの行動」は，PDCA サイクルの Do の「小規模の修正の遂行」段階とし
て内包される． 
 以上のようにして得られた，災害リスクコミュニケーション過程に即した PDCA サイクルの概
























ところ，すなわち Check，および Action の段階からマネジメントを始めなければならない．この
ように問題を共有することから始まるマネジメントサイクルを，Matsuda and Okada25)はその順に


























1) Kasperson, J. X. and Kasperson, R. E.: The Social Contours Of Risk: Publics, Risk Communication 
And The Social Amplification Of Risk, Earthscan, 2005. 
2) 藤垣裕子: 専門知と公共性：科学技術社会論の構築へ向けて, 東京大学出版会, 2003. 
3) Slovic, P.: Perception of risk, Science, Vol. 236, pp. 280-285, 1987. 
4) 広田すみれ, 増田真也, 坂上貴之: 心理学が描くリスクの世界：行動的意思決定入門, 慶應義
塾大学出版会, 2002. 
5) National Research Council: Improving Risk Communication, National Academy Press, 1989（林裕造, 
関澤純（監訳）: リスクコミュニケーション－前進への提言－, 化学工業日報社, 1997.）. 
6) National Research Council: Understanding Risk: Informing decisions in a Democratic Society, 
National Academy Press, 1992. 
7) 矢守克也, 吉川肇子, 網代剛: 防災ゲームで学ぶリスク・コミュニケーション－クロスロー
ドへの招待, ナカニシヤ出版, 2005. 
8) Mileti, D. S., Fitzpatrick, C.: The Great Earthquake Experiment: Risk Communication and Public 
Action, Westview Press, 1993. 
9) Tierney, K. J., Lindell, M. K. and Perry, R. W.: Facing the Unexpected, Joseph Henry Press, 2001. 
10) Blanchard-Boehm, R. D.: Understanding Public Response to Increased Risk from Natural Hazards: 
Application of the Hazards Risk Communication Framework, International Journal of Mass 
Emergencies and Disasters, Vol. 16, No. 3, pp. 247-278, 1998. 
11) Morgan, M.G., Fischhoff, B., Bostrom, A. and Atman C. J.: Risk Communication: A Mental Models 
Approach, Cambridge University Press, 2001. 
12) Renn, O.: The Role of Risk Communication and Public Dialogue for Improving Risk Management, 
Risk, Decision and Policy, Vol. 3, No. 1, pp. 5-30, 1998. 
13) Klinke, A, and Renn, O.: A new approach to risk evaluation and management: risk-based, 
precaution-based, and discourse-based strategies, Risk Analysis, Vol.22, No.6, pp. 1071-1094, 2002. 
14) 竹内裕希子, 髙尾堅司, 下川信也, 佐藤照子, 福囿輝旗, 池田三郎: 水害リスクリテラシー支
援ツールの検証, 防災科学技術研究所研究報告, Vol. 67, pp. 63-71, 2005. 
15) 川嶌健一, 多々納裕一, 畑山満則: 自律的避難のための水害リスクコミュニケーション支援
システムの開発, 土木計画学研究・論文集, Vol. 23, No. 2, pp. 309-318, 2006. 
16) 吉川肇子, 矢守克也, 網代剛: ｢クロスロード：市民編｣の開発と実践, 第 24 回日本自然学会
学術講演会講演概要集, pp. 149-150, 2005. 
17) Bell, D. E., Raiffa, H. and Tversky, A.: Descriptive, normative, and prescriptive interactions in 
decision making, (In Bell, D. E., Raiffa, H. and Tversky, A. (Eds.): Decision making: Descriptive, 
normative, and prescriptive interactions) Cambridge University Press, pp. 9-30, 1988. 
18) 田中正吾, 岡田憲夫, 松田曜子: 大規模地震に対するプリペアドネス向上のための地域コミ
ュニティ帰属型人的ネットワーク形成過程のモデル化, 土木計画学研究・論文集, Vol. 22, No. 
27 
2, pp. 335-344, 2005. 
19) Warfield, C.: The disaster management cycle, The WWW Virtual Library Urban Environmental 
Management, http://www.gdrc.org/uem/disasters/1-dm_cycle.html. 
20) Alexander, D.: Principles of Emergency Planning and Management, Oxford University Press, 2002. 
21) Aguayo, R.: Dr. Deming: The American Who Taught the Japanese About Quality, Fireside, 1991. 
22) 武田修三郎: デミングの組織論：「関係知」時代の幕開け, 東洋経済新報社, 2002. 
23) 岡田憲夫: 先行的・適応的マネジメントとしてみた総合防災計画論：挑戦と課題, 第 23 回日
本自然災害学会講演会講演概要集, pp. 141-142, 2004. 
24) 萩原良巳, 多々納裕一, 岡田憲夫, 亀田弘行: 総合防災学への道, 京都大学学術出版会, 2006. 
25) Matsuda, Y. and Okada, N.: Community Diagnosis for sustainable disaster preparedness, Journal of 
Natural Disaster Science, Vol.28, No. 1, pp. 25-33, 2006. 




































                                                          








































                                                          






















































































• 表出化： Externalization．暗黙知から明示的に表現できるコンセプトを創造し，形式知を生む． 
• 連結化： Combination．形式知と形式知を組み合わせて新たな形式知を生む． 







































































































SECI モード 表出化 連結化 内面化 共同化 







































である．このプロセスは基本の SECI モデルの図（図 3.1）でも示したように循環的に継続させて
いくものである． 




































































                                                          


























 第 2 章を踏まえて本章では，災害リスクコミュニケーションの枠組みを提示した．これに基づ
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 本章および第 5 章では，小学校区単位で東海・東南海地震に備えるために，地域内の多様な主
体が協働で地域の弱点を発見し，その弱点を克服するために地域で実行可能な対策案を考えるこ
とを目的として｢完備な地域診断｣を実践的に適用した過程を詳しく述べる．本章では，ワークシ





































 名古屋市では，2001 年に中央防災会議の専門委員会が想定震源域を西に 50km 移動したことに











 東山学区の約 30 の自治会から，代表者約 60 名が参加．第 1 回目（前半部）の会合では，炊き
出しや避難所生活を体験．また，東海・東南海地震に関する講演，身近な危険に関するワークシ
ョップが行われた．第 2 回目（後半部）では，東山学区内の災害弱者（独居高齢者，障害者など）




                                                          
12 本章は，Okada and Matsuda1))，Matsuda and Okada2)，松田・糸谷・岡田 3)をベースにしている． 





































































(1) 東山学区の地域診断プログラムと SECI モデルの関係 










表 4.2 東山学区の地域診断プログラムと SECI モデルの関係 

















対策の実行 DO （東山防災ビデオの制作）（予定） 















それぞれの下位尺度に属する具体的な地域の課題を各 3 から 8 項目，計 43 項目挙げ質問項目とし




• 家屋等の安全：耐震診断・家具固定・地盤の状態など （6 問） 
• 備蓄：家庭の備蓄・備蓄の状態・地域の備蓄など （6 問） 
• 避難・避難所：避難所の場所・避難所への行き方など （6 問） 
• 災害時要援護者：高齢者・障害者・支援の内容など （7 問） 
• 地域のつながり：自主防災活動・地域リーダーなど （8 問） 
• 火災：消火器・住宅密集・道路閉塞の有無など （8 問） 





達成度」（共助）を，それぞれ 1 から 10 の 10 段階（十件法）で自己評価（自己採点）してもらっ
た．さらに調査票の最後に，回答者属性として年齢・性別・町内会名・地域の防災活動への参加




 地域防災力診断シート14は，2004 年 11 月から 2004 年 12 月にかけて配布・回収を行った．アン
ケート調査票は RSY から実施主体である東山学区連絡協議会を通じ，さらに民生委員を経て自治
会に加入している全6,646世帯に配布された．回収は配布時と逆方向のルートで直接回収された．








とともに 4 ページのパンフレットとして，2005 年 3 月に自治会組織を通じ東山学区の全戸に配布
された．配布されたパンフレットは付録 B に付す． 





アイデアを出し合うディスカッションから構成された．ワークショップの様子を図 4.1 に示す． 
                                                          
14 東山学区の地域防災力診断シートは，RSY に対するフィリップモリスジャパン株式会社の市民活動～住
民活動助成金を得て実施された． 











































































表 4.4 地域防災力診断シートの対象地域・実施時期 
対象地域 実施時期 有効回答数
東山学区 2004 年 12 月 3613
阿久比町 2004 年 11 月 1155
















 対象 3 地域における地域防災力尺度（各下位尺度ごとの全住民の平均点）の点数の結果を表 4.5
に示す．東山学区で最も点数が低かった下位尺度は「家屋等の安全」の 3.45，次いで「地域のつ
ながり」の 4.55 であった．阿久比町，吉良町の結果においても東山学区と同様に「家屋等の安全」
が最も低かったが（阿久比町 3.35，吉良町 3.46），2 番目に低い点数の下位尺度は東山学区の結果
とは異なり，ともに「備蓄」（阿久比町 4.31，吉良町 4.86）であった． 
 また，地域防災力尺度の地域間比較を行うために各地域の全 3 ペア（東山学区－阿久比町，東
山学区－吉良町，阿久比町－吉良町）について，平均値の差異を検定する 2 項目 t 検定を実施し
た 6)．その結果，東山学区では他の 2 町に比べ「火災」尺度の点数と「地域のつながり」尺度の
点数が 5％水準で有意に低いことが示された． 





























東山学区 3.45 4.74 5.94 5.14 ** 4.55 ** 5.20 4.95
阿久比町 3.35 ** 4.31 5.95 5.16 5.03 6.21 ** 4.57
蟹江町 3.46 4.86 ++ 6.35 5.33 5.38 6.63 5.03
帰無仮説 H0：（当該地域の点数の母平均）=（他の 2 地域の点数の母平均）として， 
**: 当該地域の点数が他の 2 地域の点数より有意に低い (P < .05)， 





















































































図 4.2 地域防災力尺度のレーダーチャート 
50 








合計 3,613 100.0  
 






合計 3,613 100.0  
 
(3) 地域防災力診断シート診断結果に対する RSY の反応 





























































連携･コミュニケーシ 8 3日分 4
防災イベント 4 公共施設・コミセン 2
集まる 3 保存食 2
回覧 3 水 2
マンション対策 2 内容のチェック 2
自治会への参加 1 保管場所 2
防災無線 1 購入先斡旋 1
19 11
15 家族構成の把握 8
家具の転倒防止策 6 一人暮らし 2
耐震診断 6 高齢者 2
ガラスの破損対策 1 防災組織の周知 1
ハザードマップ 1 救護者担当 1
15 日常あいさつ 1
連絡網 7 11
集合場所確認 3 声かけ 1
連絡装置 2 近隣の避難場所 4

































































1) Okada, N. and Matsuda, Y.: Risk Communication Strategy for Disaster Preparedness Viewed as 
Multilateral Knowledge Development, Proceedings for IEEE International Conference on Systems, 
Man, and Cybernetics, CD-ROM, 2005. 
2) Matsuda, Y. and Okada, N.: Community Diagnosis for sustainable disaster preparedness, Journal of 
Natural Disaster Science, Vol.28, No. 1, pp. 25-33, 2006. 
3) 松田曜子, 糸谷友宏, 岡田憲夫: 東海・東南海地震を対象とした地域防災力診断アンケート
の基礎的分析, 京都大学防災研究所年報, 第 48 号 B, pp. 75-82, 2005. 
4) 杉万俊夫, 渥美公秀, 井上雄策: 市民参加による社会的防災力の強化と災害救援ＮＰＯの役
割―ＮＰＯ「レスキューストックヤード」の事例研究, 京都大学防災研究所年報, 第 46 号
B, pp. 99-104, 2003． 
5) 愛知県県民生活部: ｢防災まちづくりキャラバン隊・モデル事業｣事業報告書, 2005. 
























 5.3 節，5.4 節では地域防災力診断シートによって形式知化される知識は住民の知であるにもか
かわらず，その分析に用いられる尺度は，防災 NPO の経験的知識に基づいて構成されていると
いう尺度自身の問題に着目する．地域防災力を構成する 7 つの下位尺度，および各々の下位尺度
に属する質問群は全て NPO の全国的な経験に基づく知を反映したものであり，換言すれば NPO
が持つ地域防災力の世界観を構造化したものだと言える（これを，測定論では「構成概念」と呼







                                                          
16 5.2 節は，Okada and Matsuda2)をベースにしている． 













 j ( 3,4, 45)j = L を項目番号，k ( 1,2,3k =  または 1,2,3,4k = )はその項目の選択肢番号とす













と表現される． jC は項目 j における選択肢数とする．地域防災力診断シートでは， jC は 3 また
は 4 である． 
 i の防災力の自己採点を ( )S i とする．回答の反応に関するダミー変数 ( , )i j kd の線形回帰式は， 
 
1 1




S i j ka d b
= =
= ﾗ +裹  (5.2) 
とおける． ( )S i は各項目のカテゴリー反応によって説明される．自己採点に対する各質問の寄
与 度 は ， カ テ ゴ リ ー ウ エ イ ト jka で 表 さ れ る ． カ テ ゴ リ ー レ ン ジ jd は ，
max( ) m in( )j jk jkk k
d a a= - として表される． 
 
(2) 結果と考察 




                                                          
18 自己採点の点数とは，各回答者に，自分の世帯と自分の住む地域に対して地震に対する備えの達成度を
10 段階評価で尋ねた結果得られた回答である（4.3 節参照） 


























































































0.597 0.356 0.351 1.612
分散分析
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 4592.35 23 199.667 76.799 0.000




















家 した 0.247 0.406
屋 検討中 0.072
な いない -0.159

































0.39 0.152 0.149 1.714
分散分析
 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 1375.068 10 137.507 46.814 0.000





















 自助の自己採点の分析結果より，表 5.1 に挙げるような質問に「実施している」あるいは「知
っている」などと肯定的に回答した住民が，特に地震への備えに対して高い自己採点の評価を行
う住民であることがわかる．ただし，「家屋等の安全」の対策を実施している人は，それほど多く





















 地域防災力診断シートに対する住民の回答結果を用い，実務尺度を構成する 7 尺度の Cronbach
の信頼性係数（α係数）を算出し，信頼性評価を行った．表 5.3 に示されるように実務尺度のα

















連絡方法 0.44 3  
 
 本研究の分析にあたっては，回答パターンを，「している，そう思う」（1 点）と「していない，
そう思わない，わからない」（0 点）というように 2 値化を行った．因子分析に先立ち，診断シー
トの全 43 の項目のうち，天井効果，フロア効果を考慮して平均点の極めて高い 1 項目（平均点
60 
0.9 以上），低い 6 項目（平均値 0.1 未満）を除外した．まず，因子数を指定せずに主因子法によ
る因子分析を行い，固有値の差に基づいて 4 因子構造を採用することにした．次に，因子間に相
関を仮定し，4 因子を規定したプロマックス回転による因子分析を行い，この時点で因子負荷量
の基準を 0.35 として基準未満の 17 項目を削除した．最終的に抽出された 19 項目の因子分析の結
果を表 5.4 に示す．ここで選定された 4 因子は，住民の回答結果の中に潜在的に構造化されてい
る「生活尺度」である． 
 
5.3.3 防災 NPO の重要度順位 
 次に実務者である防災 NPO に関しては，7 つの下位尺度を地域防災にとって重要だと思う順に
並べてもらうインタビュー調査を別個に行った．国内の地域防災活動を主導する立場にある防災
NPO の職員 10 名（RSY の職員を含む）に対し，7 つの下位尺度を地域防災にとって重要な順番








 表 5.4 には 4 因子について因子負荷量が高い値を示した項目の属性を示してある．それらの内
容から，生活尺度の各因子は以下のように解釈できる． 
 第 1 因子は，実務尺度では「備蓄」に属する項目から構成され，全て自宅における備え（自助）
に関する行動を尋ねる質問項目が含まれる．したがってこの下位尺度を「自宅での備蓄」と呼ぶ
ことにする． 
 第 2 因子は，実務尺度の「地域のつながり」に属する項目から構成される．項目の属性は地域
における備え（共助）であり，備えの行動のみならず，居住地域に関する知識や地域の環境を問
う項目も含まれる．この下位尺度を，実務尺度と同じく「地域のつながり」と呼ぶことにする． 














共助 質問項目 1 2 3 4
備蓄 行動 自助 Q9 非常持ち出し袋を準備していますか？ .922 -.009 -.040 -.009
①自宅の備蓄 備蓄 行動 自助 Q11 非常持ち出し袋は緊急時にすぐ持ち出せる場所に置いていますか？ .896 .003 .007 -.033
(3項目) 備蓄 行動 自助 Q10 非常持ち出し袋の中身を吟味していますか？ .728 .017 .052 .039
地域のつながり 環境 共助 Q30 地域で頼りになる人はいますか？ -.011 .661 -.020 -.006
地域のつながり 環境 共助 Q33 平時から地域の交流はありますか？ .006 .571 -.027 .073
地域のつながり 環境 共助 Q32 地域で防災について相談できる人はいますか？ .008 .562 -.008 .031
②地域のつながり 地域のつながり 行動 共助 Q31 地域で防災のことが話題になりますか? .038 .543 -.034 .023
(7項目) 地域のつながり 知識 共助 Q29 緊急時に地域の住民同士で救出救助することができると思いますか？ -.057 .450 .048 -.003
地域のつながり 知識 共助 Q28 地域の人は地震に対する危機意識があると思いますか？ .040 .407 -.002 -.026
地域のつながり 知識 共助 Q34 緊急時に地域内の事業所（企業）は頼りになると思いますか？ -.010 .363 .017 -.043
災害時要援護者 知識 共助 Q26 災害時、高齢者、障害者や乳幼児がどのような支援を必要とするか知っていますか？ .020 .059 .610 -.074
災害時要援護者 知識 共助 Q25 聴覚や視覚に障害を持った方などの誘導方法を知っていますか？ -.034 .054 .517 -.126
③災害発生時に 避難・避難所 知識 共助 Q20 避難所の運営についての知識はありますか？ -.020 .105 .453 -.033
必要な知識 火災 知識 自助 Q39 初期消火という言葉を知っていますか？ .018 -.137 .415 .125
(7項目) 火災 知識 自助 Q35 消火器の取り扱い方法を知っていますか？ .010 -.100 .396 .087
避難・避難所 知識 共助 Q19 避難所はどんな時に開設されるかを知っていますか？ .006 .034 .388 .043
災害時要援護者 知識 自助 Q22 災害時の死者やけが人に高齢者が多いことを知っていますか？ .029 -.015 .362 .129
④避難場所の確認 避難・避難所 知識 自助 Q15 最寄りの指定避難場所を知っていますか？ -.006 .009 .009 .847
(2項目) 避難・避難所 知識 自助 Q16 避難場所までの経路を確認していますか？ -.003 .023 .049 .697
因子抽出法:主因子法  回転法: プロマックス法 因子間相関　　　　1 1 .182 .125 .230
2 .182 1 .416 .217
3 .125 .416 1 .343







表 5.5 防災 NPO 職員の重要度順位調査の結果 
回答者ID 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 平均
家屋等の安全 1 2 5 1 2 3 1 1 1 1 1
備蓄 7 7 4 7 7 4 6 4 7 7 7
避難・避難所 6 3 2 2 4 6 5 6 5 5 4
災害時要援護者 4 1 7 4 3 2 3 3 3 2 3
地域のつながり 3 6 1 5 1 1 2 2 2 3 2
火災 5 4 3 6 5 7 4 7 4 4 5























































 IRT の 2 パラメータ・ロジスティックモデルでは，項目 j の特性は，潜在特性尺度値をq ，正
解率（本稿では｢そう思う｣と回答する率）を ( )jp q とすると， 
63 
 1( ) { 1 exp[ 1.7 ( )]}j j jp a bq q
-= + - -  (5.3) 
と表される 5) 6)．パラメータ ja は jbq = における ( )jp q の傾きを表し，回答者の特性尺度値の違
いが正解率に及ぼす影響の大小を表すという意味で項目の識別力と呼ばれる．パラメータ jb は，
( ) 0.5jp q = となるときのq の値で，項目の難易度をあらわす困難度と呼ばれる． 
 項目 j に対する反応をダミー変数 ju （正解または「はい」のとき 1ju = ，不正解または「い
いえ」のとき 0ju = となる変数）で表すと，尺度値q は尤度関数 
 1
1





L p pq q q -
=
= -ﾕu  (5.4) 
の最大化によって推定することができ，さらにパラメータ ja と jb は周辺最尤法によって推定され
る． 






 パラメータ推定には IRT 項目パラメータ推定のフリー・ソフトウェアとして公開されている
Easy Estimation7)を使用した．推定されたパラメータを表 5.6 に示す．また，推定結果を視覚的に




 Roznowski8)による項目分析の基準（ 0.5ja ｳ ，および 4.0 4.0jb- ｣ ｣ を採用する項目の基
準とする．）を用いると以下のような点が考察される． 





































Q3 0.389 2.359 Q27 0.803 2.929
Q4 0.507 0.667 Q28 0.626 -0.555
Q5 1.434 1.802 Q29 0.716 -0.337
Q6 2.489 1.671 Q30 1.416 0.661
Q7 0.400 1.944 Q31 0.926 0.564
Q8 0.443 1.720 Q32 1.560 1.285
パラメータ平均値 0.944 1.694 Q33 1.045 0.168
Q15 2.136 -0.394 Q34 0.533 1.351
Q16 2.579 -0.297 パラメータ平均値 1.033 0.615
Q17 0.453 0.681 Q35 1.285 0.673
Q18 0.388 -2.372 Q36 0.399 0.160
Q19 0.897 2.180 Q37 0.473 2.438
Q20 0.650 2.358 Q38 1.013 2.443
パラメータ平均値 1.184 0.359 Q39 0.911 -0.163
Q21 0.990 2.479 Q40 0.214 4.889
Q22 0.591 -0.434 Q41 0.326 -3.333
Q23 0.218 -6.046 Q42 0.124 6.021
Q24 0.554 1.286 パラメータ平均値 0.510 2.049
Q25 1.300 1.676 Q43 0.348 -0.416
Q26 2.071 0.748 Q44 4.173 0.244
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 一方 Dooley6)らは，health belief model を地震の事前対応策行動に適用し，過去のある一定期間
における地震の被災者は，その後の地震の事前対応策をより積極的に行うという被災経験と対策
行動の間に正の関係が認められることを示した．また，被災経験とは異なるが，日本人を対象と
した研究としては Hirose and Ishizuka7)が東海地震の発生の予兆情報に対する個人の反応を分析し，
地震の不安と対策行動の間に正の関連性があると結論づけている． 




































 対策の実施率について米国の例を引くと，Lindell and Perry12)による地震の事前対応策に関する























































台風 23 号（10 月），新潟中越地震（10 月），インド洋津波（12 月）の各災害を挙げた． 
 紀伊半島沖地震は図 6.1 に示すように 2004 年 9 月 5 日の 19 時 07 分ごろ発生した紀伊半島南東















図 6.1 調査対象地域と紀伊半島沖地震の震源 











 ここでは，文献レビューをもとに防災 NPO への取材結果なども加味し，地震に対する事前対
応策として米国で明確に掲げられている地震保険の購入を含む独自の１０項目を挙げた（表 6.2
の①参照）．さらに分析に際し，それらの項目を内容により Q1 と Q2 を備蓄 Q3 から Q6 を家具・




 調査は各町につき沿岸地域 100 世帯と，それ以外の世帯 100 世帯（印南町・吉良町合わせて 400
世帯）を選挙人名簿からランダム抽出し，郵送配布・郵送回収式調査法で実施した．本調査は表 6.3
に示すような回収状況が得られた．印南町と吉良町における有効回答数はほぼ同じであった．配
布した質問票は，付録 D に付した． 
75 
 
表 6.2 質問項目の概要 
- あなたのご家庭では地震に対して以下のような備えを実際に行っていますか？（行っている・行っていない）



































表 6.3 質問票の回収状況 
 配布数 回収数 有効回答数 回収率(％) 
印南町 200 72 67 33.5 






















































































紀伊半島沖地震 台風23号 新潟中越地震 インド洋津波
これらの災害以前から 行っていない 無回答
 
図 6.2 間接的経験と地震に対する事前対応策実施（２町計） 
 


























紀伊半島沖地震 台風23号 新潟中越地震 インド洋津波
いずれも思わなかった 無回答
 












 分類項目が 10 と少ないため，分類にはノンパラメトリックな手法を用いる．災害以前と間接的




 図 6.4 は全対象地域における事前実施率（横軸）と経験後実施率（縦軸）の各項目の散布図で
あり，数字は各対策の番号，直線は両者の線形回帰線（R2=0.58，傾き 0.69（t 値: 3.29 有意確率: 0.11）
切片 -0.014）を示している． 
 各項目について災害以前からの実施と間接的経験後の実施の分布の変化については，Wilcoxon











































   
   




   
   






図 6.4 事前実施率と経験後実施率の散布図 
 
 また，事前実施率，経験後実施率の 2 変数を用いてクラスタ分析（グループ内平均連結法によ
る）を行ったところ，得られたクラスタは散布図の右側に位置する対策７，対策８の群（図 6.4















































① 低 低 家族 情報確認（家族内） 
② 低 高 地域 情報確認（地域内） 
高 中 業者 家具・家屋対策（耐震補強・地震保険） 

















の実施率は災害以前に比べおよそ 2.5 倍にも増加している． 
表 6.5 ２町間における対策の実施状況の分布差 
対策行動 印南町(%) 吉良町 (%) 印南町(%) 吉良町 (%)
食料・水を準備または確認した。 16.4 32.4 23.9 19.1
食料以外の備品を準備した。 11.9 30.9 26.9 19.1
落下物や窓ガラス散乱の防止策を施した。 9.0 11.8 10.4 11.8
家具の転倒防止作業をした。 10.4 25.0 11.9 13.2
耐震診断・補強を依頼した。 7.5 10.3 3.0 2.9
地震保険に加入した。 16.4 29.4 6.0 5.9
地震時の行動について家族で話し合った。 25.4 42.6 37.3 20.6
避難場所の確認をした。 40.3 44.1 34.3 17.6
地震時の家族の連絡方法について確認した。 23.9 19.1 19.4 13.2
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紀伊半島地震 台風23号 新潟中越地震 インド洋津波
Q4: 行っていない　意識の変化（多重回答）　（N=89）





























Q4: 間接的経験後実施　意識の変化（多重回答）　（N=17）①「間接的経験後に 施」群 (N=17)
②「以前 ら実施」群 (N=24)
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対策4 ｢家具固定｣の実施状況群間における，意識変化の
度数分布の独立性検定 (Fisherの正確確率検定)
紀伊半島沖地震 台風23号 新潟中越地震 インド洋津波
いずれも思わなかった 無回答
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共有する Check の段階からマネジメントを開始するべきであることを示した． 























































で，第 4 章から 6 章で取り上げた事例研究の知見は，ある程度の場や制度が成立しているという
限定的な条件のもとで有用であることに留意しておく． 
 また，第 4 章，第 5 章では，新しい社会システムである防災 NPO と住民が参加する形のコミ

























































































 Tim McDaniels 先生（ブリティッシュコロンビア大学），Gerlind Weber 先生（ウィーン農科大学）
には，それぞれ 2005，2003 年の短期滞在中に，Keith Hipel 先生（ウォータールー大学）には
2002-2003 年の留学中に，また Aniello Amendola 先生（国際応用システム分析研究所）には国内外

















おけるボランティアや NPO の役割を，豊富なご経験をもって示していただきました． 










学大学），Ana Maria Cruz 氏（欧州委員会共同研究センター），竹内裕希子氏（京都大学防災研究
所）には，それぞれのご専門から適切な助言を頂くとともに，研究生活に関する相談にも応じて
いただきました． 
 参加型の地域防災活動に関する議論では，岡田研究室の Robert Bajek さんと行った自主防災組
織に関する議論の成果が反映されています．第 4 章，第 5 章の「地域防災力診断シート」の実施
と分析に関する研究は，同研究室卒業生の糸谷友宏さんとの議論により生まれたものです．また，
第 3 章の一部では同・田中正吾さんによる協力を頂いております．体裁の仕上げには羅貞一さん
に，災害に関するデータの調査には，河田研究室の城下英行さんに協力していただきました．方々
への出張やフィールドワークを伴った研究生活は，歴代の研究室スタッフである薗頭彰子さん，
松本卓也さん，吉岡倫子さんのご尽力によって支えられておりました．心から感謝申しあげます．
岡田研究室や現多々納研究室の先輩，同輩，後輩の学生の皆様には研究の遂行を支えていただく
とともに，研究室生活を充実した忘れがたいものにしてくれました．ここには書ききれませんが，
一人ひとりにお礼を申し上げます． 
 最後に，心配をかけ続けたにもかかわらず，私を信頼し，長い大学生活を見守り，応援してく
れた両親に心から感謝の意を表します．
  
